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第１章　計画の目的及び位置づけ

１　計画の目的

船橋市では、耐震問題や高齢者・子育て世代を含む住宅確保用配慮者への支援など、早急に取り組むべき課題や住宅に対する多様化したニーズへの対応が重要となり、平成15年３月に「人にやさしい住み続けられる居住環境」を基本理念とする「船橋市住宅マスタープラン」を作成しました。その後、平成21年３月に「船橋市住生活基本計画」と名称を改定し、市民が安心して住み続けられる地域社会の実現のために、住宅確保と質の向上に関する施策を総合的かつ計画的に推進してきました。
平成27年度をもって、現計画の計画期間が終了を迎えることから、必要な見直しを行い、本市の住宅施策を長期的、総合的な視点から整理・体系化し、今後の住宅政策を展開する際の方向性を示す計画として、「船橋市住生活基本計画」の改定を行います。
２　計画の位置づけ

住生活基本法で策定が定められている「住生活基本計画（全国計画）」「千葉県住生活基本計画」を踏まえて、本市の地域特性などに配慮した「船橋市住生活基本計画」を策定します。
また、「船橋市総合計画後期基本計画」との整合を図り、平成27年度中に策定を予定している「船橋市高齢者居住安定確保計画」その他分野別に策定された庁内関連計画との整合を図るものとします。
［計画の位置付け］

３　計画期間

本計画の期間は、計画開始年度を平成28年度とし、平成32年度までの５年間とします。
なお、計画期間中においても、社会情勢等の変化、「住生活基本計画（全国計画）」、「千葉県住生活基本計画」その他関連計画の改定に対応し、適宜、必要な見直しを行うことができるものとします。
第２章　船橋市の現状

１　人口・世帯動向

（１）人口・世帯数・世帯人員の動向

船橋市の人口は漸増しており、平成26年現在で約62万人、世帯数は約27万世帯に達しています。世帯人員は年々減少し、1世帯あたり2.27人と小世帯化が進んでいます。
将来人口をみると、今後10年間は増加を続け、平成37年にピークを迎えた後、減少に転じることが予測されています。
図表1-1　船橋市の人口・世帯数・1世帯あたり人員の推移
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資料：平成26年版船橋市統計書（各年10月1日）
図表1-2　船橋市の将来人口
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資料：船橋市まち・ひと・しごと創生推進本部
（２）人口動態

近年の人口動態をみると、人口増の状態が続いており、社会状態による増加が自然動態による増加を上回る傾向にあります。一方で、自然動態は一貫して減少を続けています。

図表1-3　船橋市の人口動態
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資料：平成26年版船橋市統計書
（３）転入・転出

転入・転出の状況をみると、年齢別では、男女とも、20～24歳の社会増（転入超過）が最も多くなっています。また、0～4歳については転入超過となっていることから、乳幼児を持つ世代の流入が多いと考えられます。
図表1-4　社会増減の状況（平成25年）
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資料：船橋市まち・ひと・しごと創生推進本部
（４）通勤・通学流動

通勤・通学の状況をみると、市外への通勤・通学が約19万人に対し、市内への通勤・通学が約9万人と、市外への流出が、市内への流入の2倍以上となっています。

図表1-5　通勤・通学流動
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資料：平成22年国勢調査
（５）高齢化

年齢別人口では、年少人口が減少し高齢者人口が増加する少子・高齢化が進んでおり、今後もこの傾向が続くものと予測されています。

図表1-6　年齢3区分別人口構成の推移

[image: image6.emf]17.4

14.3

13.4

13.3

13.7

13.6

13.0

12.2

11.7

11.7

12.0

75.0

76.1

73.8

69.6

67.1

63.8

62.9

63.6

63.6

62.1

59.1

7.3

9.3

12.6

16.4

19.2

22.6

24.1

24.2

24.7

26.2

28.9

0.3

0.2

0.2

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H2

H7

H12

H17

H22

H27

H32

H37

H42

H47

H52

年少人口（

0

～

14

歳） 生産年齢人口（

15

～

64

歳） 高齢者人口（

65

歳以上） 不詳


資料：平成17年までは国勢調査、平成22年からは船橋市まち・ひと・しごと創生推進本部
注）H32以降については推計値
高齢者のいる世帯は年々増加を続け、全世帯の3割に達しています。内訳をみると、高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の増加が顕著となっています。

図表1-7　高齢者のいる世帯の状況
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資料：国勢調査
（６）世帯の内訳

世帯人員は、1人や2人世帯の増加がみられ、県や全国と比べても小世帯化が進んでいます。世帯の型別では、「夫婦と子ども」など子育て世帯の割合が高い一方で、年々減少傾向にあり、反対に単身世帯の増加がみられます。単身世帯の内訳をみると、15～29歳の若年層が23.6%、65歳以上の高齢者が21.7%となっています。

図表1-8　世帯人員別世帯数の割合
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資料：国勢調査
図表1-9　世帯の型別世帯数の割合
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資料：国勢調査
２　住宅ストックの状況

（１）住宅数・主世帯数の推移

船橋市の住宅数は増加を続けており、平成25年現在で約30万戸となっています。住宅に居住する主世帯数も増加していますが、世帯に対する住宅数は約1.12倍となっており、住宅ストックの量は充足しているといえます。また、空き家率は、平成25年で10.3%と県や国に比べて低い値となっています。

図表2-1　総住宅数・主世帯数の推移
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資料：住宅・土地統計調査
図表2-2　空き家率の推移
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資料：住宅・土地統計調査
（２）所有関係

所有関係別では、持家の割合が県や国の平均に比べて低く、UR・公社や民営借家など、様々なタイプの住宅が混在しています。

図表2-3　所有関係別住宅数の割合
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資料：住宅・土地統計調査
（３）建築時期

新耐震基準が施行された昭和56年よりも前に建築された住宅の割合は、23.8%と県や全国に比べて低くなっています。

図表2-4　建築時期別住宅数の割合
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資料：住宅・土地統計調査
（４）建て方・構造

建て方別では、共同住宅の割合が高く、特に非木造共同住宅の割合が49.4%と、市内の住宅の約半数を占めています。

図表2-5　建て方・構造別住宅数の割合
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資料：住宅・土地統計調査
（５）住宅の規模

1住宅あたりの床面積は、持家・借家ともこの10年間で微減しており、県や国と比べても低い水準となっています。

図表2-6　持家・借家別1住宅当たり延べ床面積の推移
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資料：住宅・土地統計調査
（６）高齢者・障害者設備

高齢者等のための設備を備えた住宅は、「階段に手すりがある」が25.4%、「浴室に手すりがある」が22.3%など、県や国と同程度の水準となっています。

図表2-7　高齢者等のための設備を備えた住宅の割合
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表2-8　高齢者世帯のうち、高齢者等のための設備を備えた住宅の割合
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
（７）省エネルギー設備

省エネルギー設備を備えた住宅は、「二重サッシ又は複層ガラスの窓」が19.9%など、県や国に比べ普及率が低くなっています。また、持家・借家別にみると、借家で「二重サッシ又は複層ガラスの窓」が5.9%など、普及率が低くなっています。

図表2-9　省エネルギー設備を備えた住宅
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表2-10　持家・借家別の省エネルギー設備を備えた住宅の割合
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
（８）空き家

人口・世帯の増加に伴い空き家率は低下していますが、空き家の戸数はやや増加しています。建て方別に内訳をみると、空き家の大部分は「賃貸用の共同住宅等」が占めていますが、市場に流通されておらず、二次的な利用もされていない「その他の住宅」が、一戸建と共同住宅等を合わせて約1万戸存在しており、このうち3割以上が「腐朽・破損あり」となっています。

図表2-11　空き家の種類
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表2-12　建て方別の空き家の種類
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表2-13　その他の住宅の腐朽・破損の有無
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
３　住宅市場の状況

（１）住宅着工

新設住宅の着工数は、平成18年以降減少していたものの、近年は再び増加傾向にあり、特に分譲住宅の増加がみられます。
平均床面積をみると、ここ5年ほど貸家が増加傾向にあり、新設住宅全体の平均床面積についても増加がみられます。

図表3-1　利用関係別住宅着工数の推移

[image: image23.emf]1,338

1,080

1,104

1,083

1,133

1,094

1,313

1,075

1,162

1,085

1,161

1,175

1,159

2,037

1,933

2,345

2,265

2,225

2,622

3,335

2,465

3,508

1,681

1,812

1,764

1,925

3,894

2,586

2,760

2,813

5,749

4,195

6,039

3,682

2,498

1,213

1,549

2,302

2,837

8

58

34

9

15

18

2

2

1

15

1

56

6

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

持家 貸家 分譲住宅 給与住宅

（戸）


資料：建築着工統計
図表3-2　利用関係別新設住宅の平均床面積
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資料：建築着工統計
（２）マンション販売
平成26年のマンション販売戸数は686戸と、新設住宅着工戸数がピークであった平成18年の2,826戸に比べ、約4分の1の水準となっています。
図表3-3　マンション地区別販売状況（平成26年）
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1 船 橋 市 686 578 108 84.3 3,268 44.8 956
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3 市 川 市 506 360 146 71.1 4,064 55.6 845

4 松 戸 市 118 83 35 70.3 3,155 41.1 349

5 柏 市 639 607 32 95.0 4,300 56.9 348



平成26年１～12月


資料：(株)不動産経済研究所「不動産経済調査月報（平成27年１月度版）」
図表3-4　マンション地区別販売状況（平成18年）
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資料：(株)不動産経済研究所「不動産経済調査月報（平成19年１月度版）」
（３）借家家賃

借家の家賃は、4万円以上の割合が高く、特に県の平均と比べると、8万円以上の割合が高くなっています。
世帯収入別では、年収300万円未満では4～6万円の割合が高くなっているのに対し、年収300万円以上になると6~8万円の割合が高くなっています。

図表3-5　1ヶ月当たりの家賃別借家数
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資料：住宅・土地統計調査
図表3-6　世帯収入ごとの家賃の割合
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
４　居住世帯の特性

（１）世帯年収

世帯収入別では、持家で年収700万以上の割合が25.9%と高くなっているのに対し、借家では200万円未満の割合が18.0%と、持家に比べて高い割合となっています。

図表4-1　所有関係・世帯年収別主世帯数
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-2　世帯年収別借家世帯数の割合
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-3　世帯年収別借家世帯数
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
市全体でも、年収200万円未満の世帯は増加傾向にあり、平成25年は33,460世帯となっています。

図表4-4　年収200万円未満世帯数の推移
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
（２）居住面積水準

最低居住面積水準未満の割合は、全体で11.7%となっており、特に民営借家では30.9%と県内で最も高い割合となっています。
誘導居住面積水準以上の世帯をみると、高齢夫婦の達成率が高い一方で、子育て世帯では水準未満の割合が62.8%と高く、特に「夫婦と6~17歳の者」からなる世帯で水準未満の割合が高くなっています。

図表4-5　所有関係別居住面積水準
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-6　世帯の型別居住面積水準
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-7　最低居住面積水準未満世帯の所有関係別内訳
図表4-8　一般型誘導居住面積水準以上世帯の所有関係別内訳
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-9　最低居住面積水準未満世帯の型別内訳
図表4-10　一般型誘導居住面積水準以上世帯の型別内訳
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-11　最低居住面積水準未満世帯の型別内訳
図表4-12　一般型誘導居住面積水準以上世帯の型別内訳
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
（３）高齢者世帯の特性

高齢者世帯の居住する住宅をみると、全体としては持家の割合が高くなっているものの、高齢単身世帯では公的借家や民営借家の割合が高く、それぞれ11.9%、20.0%となっています。
居住面積水準については概ね良好な状態にあるものの、高齢単身世帯で最低居住面積水準未満の割合が6.9%と高齢夫婦に比べて高くなっています。
図表4-12　所有関係別高齢者世帯
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
図表4-13　高齢者世帯の居住面積水準
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
（４）生活保護世帯の特性

生活保護の状況についてみると、被保護世帯数は年々増加しており、平成25年度の年度内平均は6,536世帯となっています。住宅扶助費の推移については、平成24年度まで増加傾向にありましたが、平成25年度はやや減少し、約53億円となっています。
図表4-14　被生活保護実世帯数の推移
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資料：平成26年版船橋市統計書（生活支援課）
図表4-15　住宅扶助費の推移
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資料：平成26年版船橋市統計書（生活支援課）
５　地域別の状況

[image: image45.png]



（１）人口動態

平成17年から平成22年までの人口増減をみると、湊町地域、豊富地域で人口が大きく増加しており、鉄道沿線のマンション開発や宅地開発が要因と考えられます。
図表5-1　平成17年から平成22年までの人口増減
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資料：国勢調査
（２）高齢化

高齢化率は、新高根・芝山地域や八木が谷地域で高く、それぞれ26.4%、25.6%となっている一方、葛飾地域では13.0%と、地域別に大きな差がみられます。
図表5-2　年齢別人口割合
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資料：平成22年国勢調査
（３）高齢者世帯

高齢化率が高い新高根・芝山地域と八木が谷地域について、新高根・芝山地域では高齢単身世帯の割合が高くなっている一方、八木が谷地域では高齢者同居世帯の割合が高くなっています。
図表5-3　年齢別人口割合
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資料：平成22年国勢調査
（４）世帯の内訳

世帯の型別では、法典地域や八木が谷地域、豊富地域などで「夫婦と子供」などの子育て世帯の割合が高くなっています。一方、本町地域や葛飾地域では単身世帯の割合が高くなっています。
図表5-4　世帯の型
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資料：平成22年国勢調査
（５）住宅の所有関係

住宅の所有関係についてみると、八木が谷地域や豊富地域、夏見地域などで持ち家の割合が高くなっている一方、本町地域や葛飾地域では民営借家の割合が高くなっています。
図表5-5　住宅の所有関係
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資料：平成22年国勢調査
（６）住宅の建て方

住宅の建て方については、八木が谷地域や豊富地域一戸建の割合が高い一方、湊町や葛飾地域では6階以上の共同住宅の割合が高くなっています。
図表5-6　住宅の建て方
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資料：平成22年国勢調査
６　都市の状況

（１）土地利用

市域のうち64.3%が市街化区域となっており、そのうち77.4%が住居系地域となっています。
図表6-1　土地利用

[image: image52.emf]77.4 6.8 15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住居系地域 商業系地域 工業系地域


資料：平成26年版船橋市統計書
（２）交通

市内には9路線の鉄道が走り、駅数は合計で35駅と鉄道網が発達しています。
図表6-2　市内鉄道駅における年間乗車人員
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資料：平成26年版船橋市統計書
（３）敷地に接している道路

敷地に接している道路の幅員をみると、未接道のものや４m未満の割合が合わせて32.3%となっており、県の平均に比べて高い割合となっています。
図表6-3　敷地に接している道路の幅員
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資料：平成25年住宅・土地統計調査
７　市民意識

（１）満足度

現在の住まいの満足度は、「非常に満足」が21.0%、「やや満足」が35.0%と、合わせて56.0%となっています。一方、不満に思う割合は、「やや不満」が20.3%、「非常に不満」が4.6%と、合わせて24.9%となっています。世帯別に大きな満足度の差はみられません。
図表7-1　現在の住まいの満足度
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資料：平成26年度市民意識調査
（２）定住意向

市内への定住意向は、「住み続けたい」と「しばらくは住み続けたい」が合わせて78.5%となっています。年齢が高いほど総じて定住意向が高い傾向にありますが、20代、30代でも80%近い割合となっています。
図表7-2　市内への定住意向
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資料：平成26年度市民意識調査
（３）現在の住まいで困っている事・心配事

現在の住まいで困っている事は、「耐震性」や「住宅の老朽化」の割合が高く、それぞれ31.9%、31.0%となっています。子育て世帯を含む二世代、三世代世帯についてみると、「住宅の広さ・間取り」の割合が「耐震性」「住宅の老朽化」に次いで高く、それぞれ24.8%、27.3%となっています。
図表7-3　現在の住まいで困っている事・心配事
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資料：平成26年度市民意識調査
（４）高齢期の住まい

高齢期になったときに住む住宅については、「持ち家（戸建て）」の割合が44.0%と最も高くなっている一方で、年齢が高くなるほど、「公的賃貸住宅」「子ども・親族の家」「高齢者向け住宅」などの割合が総じて高くなっています。
図表7-4　高齢になったときに住む住宅
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資料：平成26年度市民意識調査
（５）現在住んでいる持ち家の処分

現在住んでいる持ち家について、最終的にどうするか聞いたところ、「子ども・親族に住まわせたい」が35.8%と最も高い一方で、「考えていない」も24.8%と割合が高くなっています。特に、単身世帯や一世代世帯では、「空き家になる可能性が高い」と回答した割合が高くなっています。
図表7-5　現在住んでいる持ち家の処分
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資料：平成26年度市民意識調査
（６）親世代との同居・近居
子どもが３歳になるまでの親世代との同居についてみると、「同居」は13.1％、「同じ市区町村で別居」は28.3％、「それ以外の地域で別居」は50.9％となっています。
子どもが３歳になるまでの親世代の手助けの有無についてみると、「ほぼ毎日あった」は11.2％、「週に１～３日程度あった」は16.0％、「月に数日程度あった」は29.8％となっている一方、「ほとんどなかった」は43.0％となっています。
親世代との同居・近居の希望についてみると、「同居」は6.0％となっています。また、「近居（１㎞以内）」の31.3％と「近居（同じ市区町村ならどこでも）」の50.2％をあわせると、81.5％が「近居」を希望しています。

図表7-6　親世代との同居の有無

図表7-7　親世代の手助けの有無
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資料：船橋市　結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査（平成27年）
図表7-8　親世代との同居・近居の希望
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資料：船橋市　結婚・出産・子育てに関する意識・希望調査（平成27年）
（７）転出・転入のきっかけ
船橋市から転出したきっかけは、「結婚」が22.7％で最も多く、次いで「転勤（16.1％）」、「住宅事情（14.3％）」の順となっています。
反対に、船橋市に転入を決めた理由についてみると、「公共交通機関が便利である」が34.6％で最も多く、次いで「住宅価格・家賃が妥当である（29.6％）」が続いています。

図表7-9　転出のきっかけ
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資料：転出入者アンケート調査（平成27年）
図表7-10　船橋市に転入を決めた理由
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資料：転出入者アンケート調査（平成27年）
８　分譲マンションの実態
（１）棟数・戸数

市内には、平成25年1月1日現在、1,143棟、60,700戸の分譲マンションがあり、行政コミュニティ別では、南部、西部、東部に多く立地しています。竣工年別では、昭和49年以前に建てられた築40年を超える分譲マンションの割合が25.7%と、4分の1を超えています。
図表8-1　行政コミュニティ別戸数

　　　図表8-2　竣工年別棟数
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資料：平成25年度船橋市分譲マンション実態調査
（２）管理組合の運営

役員の任期は、１年が63.1％と最も多く、また、役員の選出方法の多くが輪番制（76.2％）であることから、管理運営の継続性が課題となっています。
図表8-3　役員の任期


　　　図表8-4　役員の選出方法
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資料：平成25年度船橋市分譲マンション実態調査
（３）長期修繕計画

「長期修繕計画」がある管理組合は81.4％となっており、国の平均に比べ低くなっています。そのうち、計画を定期的に見直している組合は71.0％であることから、“計画があり、かつ、定期的に見直している管理組合”は全体の57.8％にとどまっています。
　　　　図表8-5　長期修繕計画の有無　　　　図表8-6　長期修繕計画の定期的な見直し状況

[image: image69.emf]ある

81.4%

ない

8.8%

無回答

9.7%

[image: image70.emf]見直し

ている

71.0%

見直しは

していな

い

12.3%

その他

9.8%

無回答

6.9%


資料：平成25年度船橋市分譲マンション実態調査
（４）管理上の課題・不安

管理組合運営上の課題や不安は、居住者の高齢化が最も多くなっており、実際に建築時期の古いマンションほど居住者の高齢化が進んでいます。また、居住者の高齢化が、管理組合における役員のなり手不足などにもつながっていると考えられます。
図表8-7　管理組合運営上の課題や不安
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資料：平成25年度船橋市分譲マンション実態調査
９　市営住宅

（１）管理戸数

船橋市では、平成27年4月1日現在、直営団地12箇所818戸、借上住宅23箇所549戸、合計1,367戸の公営住宅を管理しています。供給年度別では、直営については昭和50年代の供給が多く、借上では、平成10年代の供給が多くなっています。
図表9-1　供給年度別市営住宅戸数
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資料：住宅政策課（平成27年4月1日現在）
（２）入居者

入居者は、65歳以上の高齢者の割合が高く、42.9%となっています。
図表9-2　入居者の年齢
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資料：住宅政策課（平成27年4月1日現在）
（３）入居世帯

入居世帯は、単身世帯が44.5%と最も多く、次いで2人世帯が31.3%となっています。世帯類型では、夫婦のみの世帯は15.8%、夫婦と子供からなる世帯は12.7%、ひとり親と子供からなる世帯（子の年齢20歳未満）は20.3%となっています。
高齢者のいる世帯は、全体の64.8%にのぼり、そのうち高齢単身世帯は35.6%、高齢夫婦世帯（夫65歳以上、妻60歳以上）は13.2%となっています。一方、18歳未満のいる世帯は、全体の15.9%となっており、そのうち6歳未満のいる世帯は5.0%となっています。
図表9-3　入居世帯の世帯人員

図表9-4　入居世帯の世帯類型

[image: image74.emf]44.5%

31.3%

15.6%

6.5%

2.1%

単身

２人世帯

３人世帯

４人世帯

５人世帯以上

[image: image75.emf]44.5%

15.8%

12.7%

9.8%

10.5%

6.7%

単身

夫婦のみ

夫婦と子供

ひとり親と子供

（子の年齢

20

歳未満）

ひとり親と子供

（子の年齢

20

歳以上）

その他


資料：住宅政策課（平成27年4月1日現在）
図表9-5　高齢者のいる世帯
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資料：住宅政策課（平成27年4月1日現在）
図表9-6　18歳未満世帯員のいる世帯
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資料：住宅政策課（平成27年4月1日現在）

（４）募集状況

募集状況をみると、募集戸数を増加しているのに対し、応募戸数は概ね600戸程度で推移しているため、応募倍率は平成22年度の14.5倍から平成26年度の5.0倍まで低下しています。
図表9-7　募集状況
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資料：住宅政策課
第３章　現状に対する問題・課題

１　子育てに対応した住まいづくり

「夫婦と子ども」など子育て世帯の割合が高い一方で、子育て世帯の誘導居住面積水準は、水準未満の世帯の割合の6割と高く、市民意識調査においても、住宅に関する困り事・心配事として「住宅の広さ・間取り」を挙げる声も多いことから、快適に居住できるよう、住まいづくりや居住環境整備を進めていく必要があります。

２　高齢化社会に対応した住まいづくり

高齢者が住み慣れた地域で健康に暮らし続けるために、高齢者向け住宅の供給やバリアフリー改修など、地域包括ケアシステムと連動した住まい・住環境づくりが必要です。

３　住宅ストック量の適正な管理と質の向上

住宅ストック量は既に充足しており、将来的には人口減少も予測されていることから、良質な住宅の供給を促進すると共に、ライフスタイルに応じて既存ストックの質を向上させ、有効活用していくことが求められます。また、空き家についても適正な管理、活用、除却を促進するとともに、空き家予防の取組みにより、住宅ストックを循環させることが必要となります。

４　分譲マンションの適切な管理

分譲マンションに居住する世帯の割合が約4分の1と高く、管理上の課題も見られることから、マンションの計画的な維持管理を推進する必要があります。また、市内のマンションのうち4分の1は築40年を超えており、老朽化したマンションの耐震化や大規模修繕・建替えが円滑に行われるよう支援に努める必要があります。

５　住宅セーフティネットの確保
社会情勢の変化による低所得者の増加や、高齢者世帯の増加などにより、住宅確保要配慮者に対する対応がよりいっそう求められています。関係機関や民間賃貸住宅等との役割分担により、市民が安心して地域に住み続けられるための仕組みづくりが必要といえます。

６　安全安心で快適な居住環境の整備
東日本大震災以後市民の意識に変化があり、地震時の住宅の安全性を重要視する傾向があります。市民意識調査においても、耐震性や住宅の老朽化を不安に挙げる声が多く、騒音など住環境に関することを挙げる声も多いことから、安心安全な住環境の整備が必要といえます。

７　環境への取り組み

長期にわたって住み続けられる住宅を考えるうえでも環境への配慮は欠かせませんが、省エネルギー設備の普及率が県や全国に比べて低いことから、低炭素社会への対応を促進するとともに、建物の外観や敷地内の緑化などにより景観にも配慮した住まいづくりが求められます。

第４章　基本理念・基本目標
１　基本理念
住まいは単に住む場所だけでなく、人々がさまざまな生活を営み、次の世代へ引き継いでいく貴重な文化をつくるところでもあります。このことから、住まいは次のような性格を有し、また、求められています。

・ 住まいは、人々が生活を営む必要不可欠な基盤であること

・ 住まいは、都市を構成する基本であること

・ 住まいは、健康的で、安全かつ快適であることが尊重される必要があること

・ 住まいは、良好な居住環境を実現することにより、いきいきとした地域社会を形成する基礎となる必要があること
本市では、まちづくりの目標を「生き生きとしたふれあいの都市・ふなばし」と定め、自然と都市と人との調和を保ち、すべての市民が心と心の交流を図りながら生き生きとした生活を営み、船橋に住むことを誇りと感じ、いつまでも住み続けたいと思えるようなまちづくりを進めています。

住宅施策においても、平成21年に「船橋市住生活基本計画」を策定し、上記の住まいの性格を踏まえ、「人にやさしい住み続けられる居住環境」の実現を基本理念として、市民生活の基本となる住まいづくりに取り組んできました。
この間、人口が更に増加し、平成27年には人口62万人を突破する一方で、高齢化が着実に進展しており、住まいを取り巻く状況は大きく変化しています。また、東日本大震災の発災による地震に対する不安や、本市の住宅ストックの大きなウエイトを占める分譲マンションの老朽化、地域における空き家問題の深刻化などを受け、安全な住まい・住環境に対するニーズが高まっています。
これらのことを踏まえ、これまでの基本理念である「人にやさしい住み続けられる居住環境」を継承しつつ、新たに「安全」というキーワードを加え、「人にやさしく安全に住み続けられるまち」の実現を基本理念として、住宅施策を展開することとします。

２　基本目標

基本理念を実現するため、以下の４つを基本目標として設定し、住宅施策に取り組みます。
（１）多様なニーズに応じた住まいづくりの推進（課題1.2より）
人口の増加や高齢化の進展を背景に、居住ニーズが多様化しており、特に子育て世帯や高齢者世帯のニーズにあった住まいづくりが課題となっています。
そのため、子育て世帯が快適に居住できる、高齢者が住み慣れた地域で健康に暮らし続けられるなど、多様なライフスタイルやライフステージに応じて適切な住まいを選択でき、ハード・ソフトの両面から、安心して暮らし続けることができる住まい・住環境づくりを目指します。

（２）住宅ストックの適正な管理と質の向上（課題3.4.6.7より）
将来的な人口減少を見据えて、既存ストックの有効活用が求められており、特に空き家の適正な管理や老朽化した分譲マンションの適正な管理が課題となっています。また、長期にわたって住宅を活用するためには、低炭素社会への対応など環境への配慮も欠かせません。

そのため、住宅のバリアフリー化やマンションの維持管理、空き家の適正管理・有効活用の促進、環境への配慮などの総合的な取組みにより、長期にわたって住み続けられる良質な住宅ストックの形成を目指します。
（３）住宅セーフティネットの構築（課題5より）
社会情勢の変化により低所得者や高齢者世帯が増加しており、住宅確保要配慮者に対する対応がよりいっそう求められています。
そのため、市営住宅を適正に活用することはもちろん、関係機関や民間賃貸住宅等との役割分担により、住まいと入居・生活支援に係るサービス等が一体的に提供され、住宅確保要配慮者が安心して暮らすことができる居住環境を目指します。
（４）安全で良好な居住環境の実現（課題6.7より）
東日本大震災以後、市民意識として地震時の住宅の安全性を重要視する傾向があり、また密集市街地の整備など、安全・安心な住環境の整備が課題となっています。
そのため、防災性・防犯性に優れた住環境づくりを進め、安全な居住環境の実現を目指すとともに、景観に調和する住生活の実現など、良好な居住環境の形成を目指します。
３　基本体系

	基本理念
	
	基本目標
	
	施策の方向
	主な施策メニュー

	「人にやさしく安全に住み続けられるまち」
	
	（１）多様なニーズに応じた住まいづくりの推進
	
	1-1子育て世帯の居住環境整備
	■市営住宅の優先枠の設定（ひとり親世帯他）

■近居（三世代等）住宅取得促進助成制度　検討

	
	
	
	
	1-2高齢者の住まいに係る取り組み
	■地域包括ケアシステムの推進

■高齢者福祉施設整備費補助

■高齢者住宅改造資金の助成

	
	
	
	
	
	

	
	
	（２）住宅ストックの適正な管理と質の向上
	
	2-1住宅ストックの質の向上
	■長期優良住宅の普及の促進・認定

■住まいづくり相談の実施
■バリアフリー化助成制度　検討
■分譲マンション共用部分バリアフリー化補助制度　検討■太陽光発電システム・省エネルギー設備設置費の助成

■住宅耐震改修助成事業
■木造住宅・マンションの耐震診断費用の助成

	
	
	
	
	2-2分譲マンションの適切な管理
	■マンション管理士等派遣事業

■マンションセミナーの開催

■マンション管理組合協議会　検討
■マンション管理条例　検討

	
	
	
	
	2-3空き家の管理と空き家防止対策
	■空き家の適正管理に関する対策事業

■「マイホーム借上げ制度」の普及の促進
■空き家の有効活用方策の検討　検討

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	（３）住宅セーフティネットの構築
	
	3-１住宅確保要配慮者への対応
	■市営住宅供給計画に基づく供給

■居住支援協議会の設立　検討
■被災者住宅提供事業　検討

	
	
	
	
	
	

	
	
	（４）安全で良好な居住環境の実現
	
	4-1安全・安心な住生活の確保
	■急傾斜地崩壊対策事業

■危険コンクリートブロック塀等撤去助成事業

■防犯灯設置支援事業

■密集市街地整備の計画、方針、手法の検討

	
	
	
	
	4-2良好な居住環境
	■景観行政推進事業

■都市公園整備事業


総合計画


（後期基本計画：平成24～32年度）





千葉県住生活基本計画


（平成２８～３２年度）








　　庁内関連計画








耐震改修促進計画





景観計画





第３次障害者施策に関する計画





子ども・子育て支援事業計画





地域福祉計画





住生活基本計画


（平成２８～３２年度）


市営住宅供給計画








高齢者居住安定確保計画


（平成２８～３２年度）





緑の基本計画





高齢者保健福祉計画・


介護保険事業計画


（平成2７年～２９年度）





高齢者の住まいに関する計画





市営住宅長寿命化計画





ひとり親家庭等自立促進計画





地域防災計画





都市計画マスタープラン





環境基本計画





住生活基本計画�（全国計画）�（平成２８～３２年度）





「人にやさしく安全に住み続けられるまち」の実現









